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鋼橋の陸上輸送
～橋を安全に輸送するための留意点～

令和 ５年度 橋梁技術発表会

製作小委員会

村上貴紀，萩原篤，黒田尚武
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はじめに0

輸送マニュアル
・鋼構造物の使用鋼材や製品の輸送には陸上輸送と海・水上輸送がある
・設計段階から幅広い専門知識が必要

陸上輸送： 関係法令による積載許容限度や車両諸元の把握
安全に輸送するための製品の積み付けや固縛 など

海・水上輸送：海・水上の関係法令や規則
気象条件など輸送時の安定性の照査
品質確保のためのオーニング など

・昭和60年に発刊し、平成12年、平成16年、平成20年に改訂

輸送の手引き
・前回の改訂以降、特に陸上輸送に関する法令の改正や規制の緩和がなさ

れたことから、令和３年に「輸送の手引き」として全面改訂
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物流の2024年度問題1

2024年４月からドライバーの時間外労働の年960時間上限規制と
改正改善基準告示が適用

〇改善基準告示の変更点
改正現行

・原則 年3,300時間の範囲で月284時間
・特例 労使協定により年3,400時間の範囲で月310時間

まで延⾧可
・1ヵ月284時間を超える月が3ヵ月を超えて連続しないも

のとし、1ヵ月の時間外・休日労働時間数が100時間未満
となるように務める

・原則 月293時間
・特例

年3,516時間の範囲で
月320時間を上限

1年、
1ヵ月の
拘束時間

・原則 13時間（最大15時間）
・例外 1週間の運行がすべて⾧距離（450km以上）であ

り、かつ、出先においては、1週間のうち2回に限り最大
16時間とする

・1日14時間を超える回数を出来るだけ少なくするように
務める（1週2回以内）

・原則 13時間
（最大16時間、15時間超

は週2回まで）

1日の
拘束時間
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改正現行

・原則 11時間努力義務（下限9時間）
・例外 1週間の運行がすべて⾧距離（450km以上）であ

り、かつ、出先における休息について、1週間のうち2回
に限り８時間以上とする
この場合、運行修了後に継続12時間以上の休息を与える

・8時間1日の
休息期間

・現行通り・1日 9時間（2日平均）
・1週 44時間（2週平均）運転時間

・連続運転時間は、4時間まで、SA・PA等に駐車できない
場合、4時間30分まで延⾧可

・運転の中断 1回が概ね10分以上、かつ、合計30分以上

・連続運転時間 4時間
・運転の中断 合計30分

（10分に分割可）

連続運転
時間

物流の2024年度問題1

Point 1 拘束時間

月284時間を12か月続けると3,408時間となり、原則年3,300時間（最大年3,400時間）
を遵守できない

Point 2 運転時間

⾧距離輸送の場合、無理な到着時間を設定し、拘束時間の全てを運転時間にすると告示
違反になる場合がある
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物流の2024年度問題1

物流の2024年問題で何が起きるのか

・労働可能時間の減少 ⇒⇒⇒ 輸送量が同じだとドライバーが不足
・輸送時間の⾧時間化 ⇒⇒⇒ 輸送量が同じだと車両が不足
（1日で届けた輸送が2日間に）

何も対策を講じなかった場合、営業用トラックが、
2024年：14%不足
2030年：34%不足 （経済産業省「持続可能な物流の実現に向けた検討会」の試算）

「モノが運べなくなる」ことが懸念される
また、ドライバー確保、輸送日数の増加等によるコスト上昇も問題

対策なくして工事は成り立たない！
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物流の2024年度問題1

物流の2024年度問題 対応策

（１）荷待ち時間・荷役時間の削減（ドライバー拘束時間の削減）
工場での積込み、現場での荷卸しのスケジュール管理の徹底

（２）適切な運行計画の作成
余裕を持った架設工程計画の作成
輸送積載効率を考慮した現場搬入計画

（３）輸送時間の短縮
高速道路の有効活用（部材サイズの小型化）
積載効率が低下する構造の排除

（３）モーダルシフト
フェリー輸送の活用

（４）ドライバーの育成
運送契約の適正化 ⇒  ドライバーの処遇改善

⇩
輸送費に対して工事発注者との協議
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輸送方法の種類2

陸上輸送
・製作工場から架設現場まで積み

替えなく直接輸送が可能
・部材のサイズや重量に制約あり

第１章 輸送について 1.1 輸送方法の種類

海・水上輸送
・大型部材、重量部材の輸送が可能
・架設現場が離島の場合、架設現場

やその付近に保管場所を確保でき、
大量輸送が可能な場合等に適用

クレーン付トラック

ト ラ ッ ク

ト レ ー ラ

ポールトレーラ

鋼 船

台 船

起重機船

はしけ

台 船

シ ャ ー シ

ト ラ ッ ク

ト レ ー ラ

手引きの範囲外

陸上輸送

道 路

フェリー

海・水上輸送

海 上

河川・運河

鋼橋部材
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輸送方法の選定3

選定条件
・部材の形状（幅、高さ、⾧さ） ・架設方法
・部材の重量 ・契約等の制約
・製作工場から架設現場までの経路 ・関係法令の遵守が可能か

関係法令
所管官庁関係法令

国土交通省道路運送車両の保安基準 （道路運送車両法）
陸上輸送 警察庁道路交通法施行令 （道路交通法）

国土交通省車両制限令 （道路法）
海上保安庁海上交通安全法

海・水上輸送 海上保安庁港則法
港湾局港湾法

第１章 輸送について 1.1 輸送方法の種類
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輸送方法の選定3

海・水上輸送を選定する場合のプロセス

一般的に海・水上輸送は、
・航路規制対策等の折衝業務が錯綜
・輸送コストがかかる

まず陸上輸送の検討を優先
工事全体のコストを比較して輸送方法を決定

台船による大ブロック海上輸送

鋼船による一括海上輸送第１章 輸送について 1.1 輸送方法の種類
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陸上輸送の概要4

第２章 陸上輸送 2.1 陸上輸送の概要

部材形状の確認

輸送
許可条件

・部材形状、寸法
・重量
・車両の選定
・輸送時の障害物
・軌跡

・車両制限令
（道路法）

・道路交通法施行令
（道路交通法）

・道路運送車両の保安基準
（道路運送車両法）

輸送可

輸送
不可

設計見直し

経路調査

ａ

ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ撤去
隅切り拡幅

電柱移設

通過トラス橋高さ確認状況

現場搬入口障害物の対策提案
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陸上輸送の概要4

第２章 陸上輸送 2.1 陸上輸送の概要

輸送計画書

特殊車両通行許可申請
制限外積載許可申請

許可申請不要

・特殊車両通行許可
・車両内訳書
・車両の諸元に関する説明書
・通行経路表 ・通行経路図
・自動車検査証の写し
・軌跡図（超寸法車両のみ）
・その他

・積荷のマーク
・固縛工具準備

・固縛
・塗膜保護
・赤色灯取付け

・走行前点検
・積荷点検

・現場搬入路、待機場所
・固縛解放

積込み

現場到着

走 行

固 縛

ａ
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法令による車両制限（関係法令概要①）5
一般的制限値

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

幅
高さ

⾧さ

輪荷重 輪荷重

軸重

隣接軸重

一般的制限値（最高限度）車両の諸元
2.5m幅

寸
法

12m⾧さ
3.8m（高さ指定道路は4.1m）高さ
12m最小回転半径
20ton（高速自動車国道および重さ指定道路は25ton）総重量

重
量

10ton軸重
18ton：隣り合う車軸の軸距が1.8m未満
19ton：隣り合う車軸の軸距が1.3m以上かつ隣り合う車軸

の軸重がいずれも9.5ton以下
20ton：隣り合う車軸の軸距が1.8m以上

隣接軸重

5ton輪荷重

高さ指定道路
道路管理者がその道路を指定することで、
高さ4.1mまで走行可能な道路

重さ指定道路
道路管理者がその道路を指定することで、
総重量25tonまで走行可能な道路
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法令による車両制限（関係法令概要①）5
一般的制限値

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

幅 2.5m
高さ3.8m（高さ指定道路は4.1m）

⾧さ12m

輪荷重
5ton

輪荷重
5ton

軸重
10ton

総重量20ton
(高速自動車国道および重さ指定道路は25ton)

隣接軸重
軸距1.8m未満＝18ton
軸距1.8m以上＝20ton
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法令による車両制限（関係法令概要②）5

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

関係する法令等

①車両制限令（道路法） ・・・通行の制限
・幅、⾧さ、高さおよび総重量の一般的制限値を定めている
・一般的制限値を超える場合は「特殊車両」として道路管理者に申請し、

特殊車両通行許可を得なければならない

②道路交通法施行令（道路交通法） ・・・積載の制限
・交通上の観点から車両の積載制限を定めている
・制限値を超える場合は「制限外積載」として出発地の警察署に申請し、

制限外積載許可を得なければならない

③道路運送車両の保安基準（道路運送車両法） ・・・車両に対する制限
・車両の大きさ、重量、設備、装置等について基準値を定めている
・制限値を超える場合、保安上支障がないと認められるとき、運輸局⾧

の権限で基準の緩和を行うことができる
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法令による車両制限（関係法令概要③）5

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

各法令における制限値

車両制限令道路交通法
施行令

道路運送車両の
保安基準

法令

寸法・諸元
一般的制限値

高速自動車国道高速自動車国道以外

2.5m2.5m車体幅 ※14

×1.22.5m幅（B）

4.1m3.8m※13.8m※13.8m高さ（H）

12m※412m車両全⾧ ※14

×1.2
12m単車⾧さ

（L） 12m※2※3連結
20～25ton※520ton※7

規定なし※520～25ton※6単車総重量 20～25ton※1020ton※7※1020～28ton※8※9連結
10ton10ton規定なし10ton※11軸重

18～20ton※1218～20ton※12規定なし18～20ton※12隣接軸重
5ton5ton規定なし5ton※13輪荷重
12m12m規定なし12m最小回転半径

※1～※13 条件によって制限や特例が設けられています
詳細は「輸送の手引き」をご参照ください

※14 令和4年5月（「輸送の手引き」改訂後）に積載制限が緩和
幅：車体幅→車体幅×1.2、⾧さ：車両全⾧×1.1→車両全⾧×1.2
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法令による車両制限（関係法令概要④）5

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

制限値の比較（抜粋）
保安基準では 道交法施行令では 車両制限令では

高 さ

幅

⾧ さ

( )は指定道路

12ｍ

はみ出しは不可

3.8ｍ

12ｍ

キングピン中心

12ｍ

積 載 物

L×0.1m

Lｍ

3.8ｍ (4.1m)

3.8ｍ

2.5ｍ2.5ｍ

荷物の状況は問わない 積 載 物積 載 物

保安基準では 道路法施行令では 車両制限令では

高さ

幅

高さ

幅

⾧さ

B×0.1m B×0.1m
車体幅 Bm
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法令による車両制限（特殊車両通行許可①）6

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

特殊車両通行許可が必要な車両

車両の構造が特殊な車両、あるいは輸送する貨物が特殊（分割不可能）
な車両で、幅、⾧さ、高さおよび総重量のいずれかが一般的制限値を超え
る車両は、特殊車両通行許可が必要

限度値の目安車両の諸元
3.5m幅

寸法 4.3m高さ
セミトレーラ：17m⾧さ
44ton総重量

特殊車両通行許可が得られる限度値の目安

あくまでも限度値の目安であるため、
実際の経路の輸送可能限界値を調査し、
輸送の可否を正確に判断する必要がある
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法令による車両制限（特殊車両通行許可②）6

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

幅広トレーラの基準緩和

幅の基準緩和を受けた幅広トレーラの場合、幅および⾧さにおいて
2.5メートルを超える分割不可能な幅広貨物（合成床版、建築用パネル、
建造用鋼板その他建設資材）は、セミトレーラ一般に対する保安基準の
制限値である車両総重量28ton（積載物落下防止用のスタンションおよび
固縛金具を備える車両の構造では36ton）を超えない範囲で荷台と水平な
複数積載が認められた （平成31年2月の改正）

2.5m以上
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法令による車両制限（鋼板の輸送①）6

第２章 陸上輸送 2.2 法令による車両制限

鋼板の輸送
以上

13.50113.513.011.0
⾧さ(m)

幅(m)
車種C
＜複数＞ 荷台⾧以下

≒2.05～2.2
(ｽﾀﾝｼｮﾝ幅内)

車種A
＜複数＞

2.49
(車両幅以下)

車種B
＜複数＞

3.3
(傾斜時2.5m以下)

車種A・D
＜単体＞3.5 車種F
＜複数＞

陸上輸送不可

車種E
＜単体＞3.5＋α

上記以上

傾斜車両による鋼板の輸送

車種A：高床式セミトレーラ
車種B：傾斜車両
車種C：スタンション型セミトレーラ
車種D：幅緩和の高床式セミトレーラ
車種E：幅緩和の傾斜車両
車種F：幅緩和の高床式セミトレーラ

幅の基準緩和を受けた
幅広セミトレーラは
複数枚の鋼板を積載可
（平成31年2月の改正）
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法令による車両制限（鋼板の輸送②）6

鋼板の輸送

設計において、以下を付加した材料寸法で、鋼材輸送
の許容限度を超えないように部材幅、部材⾧を決定

・平面曲線によるライズや縦断勾配による倒れ
・そりによる影響
・ミルエッジ鋼板の除去分や切断代として

更に50mm程度付加
鋼板のミルエッジ

‘２１ デザインデータブック

鋼板の輸送寸法の例

切断位置
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経路調査7

第２章 陸上輸送 2.3 経路調査

調査目的
・設計段階等で輸送可能な寸法を確認
・特殊車両に限らず、積載貨物の品質保持と運行上の安全を確保するため

の輸送可能限界値を調査し、輸送の可否を正確に判断することが重要

調査要領
①積載貨物の詳細（高さ、幅、⾧さ、重量）、車種、輸送時期の確認
②納入場所、輸送経路、荷降ろし方法の確認
③納入場所への搬入路（搬入路は現況から造改修の計画があるかなど）
④発注者や架設関係者との事前確認

調査箇所
①車道幅員 ②高さ制限 ③交差点、変形交差点（曲がり角）
④曲線（カーブ） ⑤道路橋 ⑥踏切、急勾配の坂道
⑦その他（待機場所、現場搬入路、現場内状況、輸送経路と道路管理者、

交通規制）
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経路調査（車両の選定①）7

第２章 陸上輸送 2.3 経路調査

車両の種類
特殊車両
通行許可

申請の有無
備考

積載重量および寸法
車 種 ⾧さ

（m）
幅※5

（m）
高さ※3

（m）
重量※2

（ton）
不要52.12.52.74tonクレーン付トラッククレーン付

トラック※1 不要8.52.32.38.210tonクレーン付トラック
必要※68.52.32.312.515tonクレーン付トラック
不要62.12.544tonトラック

トラック 不要9.52.32.31010tonトラック
必要※69.52.32.31515tonトラック
必要総重量40ton143.52.320高床式セミトレーラ

トレーラ 必要総重量40ton103.52.620中低床式セミトレーラ
必要総重量40ton6※43.53.220低床式セミトレーラ
必要総重量40ton142.52.620トラックポールポールトレーラ 必要総重量40ton162.52.625トラクタポール

※1 クレーンの作業半径揚程図を確認して積載重量を決めること
※2 重量は一般的なもので最小重量とし、固縛道具等の重量も含む
※3 高さは台木100mmを考慮した
※4 低床式セミトレーラの積載⾧さは、低床式の中落ち部分の⾧さとした
※5 幅は部材の平面曲線、縦断勾配や横断勾配による倒れ、部材に取り付く付属物等を含めた

最大幅となる
また、I桁を横積みの場合は、製作そりも含めた部材高さが積載幅となる

※6 重さ指定道路は除く
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経路調査（車両の選定②）7

部材積載幅の注意事項

B

積載幅

b) 縦断勾配・横断勾配を考慮した積載幅a) 平面曲線を考慮した積載幅

B

積
載

幅

現場溶接継手の
エレクションピース

積載幅

排水装置の
ピース

積載幅

c) 付属物等を考慮した積載幅

水抜きパイプ

積載幅

第２章 陸上輸送 2.3 経路調査
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経路調査（車両の選定②）7

部材積載幅の注意事項

B

積載幅

b) 縦断勾配・横断勾配を考慮した積載幅a) 平面曲線を考慮した積載幅

B

積
載

幅

現場溶接継手の
エレクションピース

積載幅

排水装置の
ピース

積載幅

c) 付属物等を考慮した積載幅

水抜きパイプ

積載幅

平面線形により
外側に振れている

現場溶接のための
エレクションピース

排水装置用
ピース 床版型枠埋殺し部の

排水アングル
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経路調査（車両の選定③）7

第２章 陸上輸送 2.3 経路調査

主な車種の積載寸法の例と留意事項
① 積載寸法

・一元的許可限度の最大値（ポールトレーラ除く）
・道路との関係でさらに制限される場合あり

② 車両の寸法は一例であり、詳細な寸法は調査のこと
③ 積荷の幅

・車両荷台幅×1.2 以内
・積荷の分割が不可能な場合は3.5mを限度

④ 積荷の高さ
・積荷の高さ＝3.8m－車両荷台高さ－台木高さ（0.1m）
・分割不可能な積載物の場合は車両積載高さで4.3mまで

⑤ 積荷の高さは、吊金具、スタッド、台木の高さ等を考慮
⑥ 積荷を含む車両⾧（車両＋積荷）

・車両⾧×1.1以内(後方突出)、かつ17m以内を限度（ポールトレーラ除く）
⑦ 総重量

・車両の積載能力以内であっても総重量40ton以下を限度としている
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経路調査（車両の選定④）7

第２章 陸上輸送 2.3 経路調査

トラック（10ton積）の積載寸法の例

許可取得不要
特殊車両通行許可取得
特殊車両通行許可＋制限外積載許可
証取得

積載重量
計画段階では、固縛具等の重量として2ton程度見込む

注）令和4年5月の積載制限の緩和
（積載幅→車体幅×1.2まで。

但し、3.5mを限度）は未反映
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経路調査（車両の選定⑤）7

第２章 陸上輸送 2.3 経路調査

許可取得不要
特殊車両通行許可取得
特殊車両通行許可＋制限外積載許可
証取得

積荷先端幅が車両荷台幅を超える場合は、超える寸法分（ℓ）を後方へ
ずらす必要がある（積荷制限⾧さが短くなる）

高床式セミトレーラ（18ton積）の積載寸法の例
注）令和4年5月の積載制限の緩和

（積載幅→車体幅×1.2まで。
但し、3.5mを限度）は未反映
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経路調査（車両の選定⑥）7

第２章 陸上輸送 2.3 経路調査

許可取得不要
特殊車両通行許可取得
特殊車両通行許可＋制限外積載許可
証取得

低床式セミトレーラ（20ton積）の積載寸法の例 注）令和4年5月の積載制限の緩和
（積載幅→車体幅×1.2まで。

但し、3.5mを限度）は未反映
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特殊車両の通行許可申請8

特殊車両通行許可申請の概要
・特殊車両とは、車両の構造や輸送する貨物が特殊（分割不可能）で、

幅、⾧さ、高さおよび総重量のいずれかが一般的制限値を超える車両
・特殊車両 ＝ 特殊車両通行許可を必要とする車両

使用する車両の決定

一般的制限値を
超えるか

車両または貨物が
特殊であり、分割して
輸送することが困難か

特殊車両通行許可申請

一般的制限値まで分割

通常の走行

YES

YES

NO

NO

第２章 陸上輸送 2.4 特殊車両の通行許可申請
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特殊車両の通行許可申請（申請手順①）8

第２章 陸上輸送 2.4 特殊車両の通行許可申請

許可申請先
・通行させようとする道路の道路管理者へ申請
・２つ以上の道路管理者が管理する道路となる場合は、そのうち１つの道

路管理者に申請（一括申請）

審査項目
・重量 ：橋梁等の耐荷力を超えていないこと

その車両のみで通行する必要がある場合は、条件を付して許可
・幅 ：車両幅が狭小幅員箇所の車道幅員を超えていないこと

必要な条件を付して通行できる場合は、条件付きで許可
・高さ ：トンネル等の道路空間から20cmを減じて通行できること

通行できる位置によっては、必要な条件を付して許可
・曲線部：車両占有幅（曲線部を通行するために必要な車道幅員）が、曲

線部の車道幅員を超えないこと
・交差点：車両軌跡図と交差点平面図を照合して通行できること

対向車線を占有する場合、必要な条件を付して許可
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特殊車両の通行許可申請（申請手順②）8

第２章 陸上輸送 2.4 特殊車両の通行許可申請

車両構造および積載貨物の特殊性の審査
・貨物の特殊性：積載貨物が分割不可能であり、道路法第47条第2項また

は3項に基づく車両の最高限度を超えること

個別審査
・申請車両諸元が「特殊車両通行許可限度算定要領」に定められた範囲を

超える場合、「道路情報便覧」に採択されていない道路を通行する場合
・申請先の道路管理者と個別審査先の道路管理者の間で申請車両が通行可

能か確認
・この結果(道路管理者の判断)により、許可、通行条件付きの許可、不許

可のいずれかが決まる
※ 個別審査は、申請先の混雑状況により1ヶ月～数ヶ月かかることもある

早めに搬入路を決定し、経路調査を！
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特殊車両の通行許可申請（許可条件）8

第２章 陸上輸送 2.4 特殊車両の通行許可申請

許可条件
・道路管理者が条件を付して通行を許可する場合のその条件

1) 徐行
2) 誘導車の配置
3) 通行時間帯の条件（夜間走行） 等

条件は「特殊車両通行許可証」に記載され、常時各車両に携行
・令和3年3月に誘導車の配置条件が改正

1) 誘導車の運転は国土交通省が定める講習の受講が必要
2) 誘導車の配置は基本的に前方または後方に１台
誘導車は、他の交通に対し特殊車両を誘導していることがわかるよう
に「特殊車両誘導中」等を表示

・重量に関する通行条件がDとなる車両、および寸法のうち幅に関して通
行条件がCで車両の幅が3mを超える車両は、午後9時から午前6時までの
通行
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特殊車両の通行許可申請（許可条件）8
重量に対する条件のイメージ図

特殊車両通行ハンドブック2020（関東地方整備局）
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特殊車両の通行許可申請（オンライン申請）8

第２章 陸上輸送 2.4 特殊車両の通行許可申請

オンライン申請

オンライン申請のメリット
① 窓口に出向かなくても申請が可能
② インターネットで審査状況の確認や手数料の払い込み、許可証の取得が

可能
③ 個別審査がない場合、許可証の交付までの期間が短縮
④ 過去に申請した内容が保存されるため、更新申請等の申請書作成が簡素

化される
⑤ 申請経路はパソコン画面のデジタル地図を使って指定
⑥ 申請書作成時に通行条件や個別審査の有無を確認
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特殊車両の通行許可申請（許可の確認）8

第２章 陸上輸送 2.4 特殊車両の通行許可申請

特殊車両通行許可証の確認

製作工場である荷主が作成した部材寸法表等に基づき、輸送する会社が特
殊車両通行許可申請を行う

適切な条件で許可申請された特殊車両通行許可証が
あるか、荷主も輸送前に確認すること！
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特殊車両の通行許可申請（制限外積載）8

第２章 陸上輸送 2.4 特殊車両の通行許可申請

制限外積載許可について

貨物が分割できず、積載物寸法が以下の制限値を超える場合は、出発地の
警察署に制限外積載許可を申請

・⾧さ：車両の⾧さの1.2倍（前後にそれぞれ1.1倍まで）
許可の上限は車両の⾧さの1.5倍まで
積載方法は車両の前後とも⾧さの1.3倍を超えないこと

・幅 ：車両の幅の1.2倍（左右にそれぞれ1.1倍まで）
上限は車両の幅＋1.0m、かつ3.5mを超えないこと
積載方法は車両左右から0.5mを超えないこと

・高さ：3.8m（高さ指定道路は4.1m）
上限は4.3mまで
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積込みおよび固縛（品質管理・安全管理）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

品質管理
・輸送は、工場にて製作した製品の品質を保持して架設現場に受け渡す
・固縛による変形や塗膜の損傷、輸送中の荷崩れや落下を防止
・管理方法は、「チェックシート」により積込み後・輸送中・現場到着後

に、積付状態や固縛の確認

安全管理
・輸送中、積込みおよび固縛作業で安全に関して確認すべき項目

①運転者の健康状態
②保護具（ヘルメット、墜落制止用器具等）着用と使用、昇降設備
③積み込む製品の寸法や重量 ④適合車両であるか
⑤車両の点検や整備状況 ⑥特殊車両通行許可証の携帯
⑦積込み後の固縛 ⑧輸送経路および休憩場所
⑨現場搬入路および待機場所
⑩輸送中の緊急事態発生時の連絡体制
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積込みおよび固縛（例①）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

箱桁等の積付けおよび固縛の例

鋼製橋脚隅角ブロックを
低床式セミトレーラに積付けおよび固縛の例

鋼製橋脚柱ブロックを
低床式セミトレーラに積付けおよび固縛の例

吊りピース
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積込みおよび固縛（例①）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

箱桁等の積付けおよび固縛の例

鋼製橋脚隅角ブロックを
低床式セミトレーラに積付けおよび固縛の例

鋼製橋脚柱ブロックを
低床式セミトレーラに積付けおよび固縛の例

吊りピース

吊りピース

台木

緩衝材
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積込みおよび固縛（例②）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

I桁を低床式セミトレーラに積付けおよび固縛の例

I桁を高床式セミトレーラに積付けおよび固縛の例

※ 片側だけにブラケット等が張出すと、左右のバランスが悪くなり、
交通事故の危険性が増す
可能であればボルト添接で分割していただきたい

Ⅰ桁の複数部材を積付けた例
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積込みおよび固縛（例②）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

横繋ぎ材

縦ずれ防止ワイヤ
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積込みおよび固縛（例②）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

左右のバランスが悪い

積荷重心位置

積荷重心を荷台中央に
積載できる
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積込みおよび固縛（例③）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

※ I桁の横積みとする場合、製作工場および架設現場で反転作業が生じるため
専用治具や反転用吊り金具、反転用の作業スペースが必要となる
また、反転時に塗膜を損傷させないように養生が必要となる →生産性低下

※ 幅出しでの輸送は交通事故の危険性が増す →安全性低下

できるだけ縦積みできる部材寸法で設計していただきたい

Ｉ桁の横積み

Ⅰ桁を横倒しで積付けた例
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積込みおよび固縛（例③）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛
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合成床版を複数枚積付けた例

積込みおよび固縛（例④）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

※ 幅の基準緩和を受けて運行するセミトレーラ（幅広トレーラ）の場合、幅お
よび⾧さにおいて2.5mを超える分割不可能な幅広貨物（合成床版、建築用パ
ネル、建造用鋼板その他建設資材）は、セミトレーラ一般に対する保安基準
の制限値である車両総重量28ton（積載物落下防止用のスタンションおよび
固縛金具を備える車両の構造では36ton）を超えない範囲で荷台と水平な複
数積載が認められる

2.5m以上

合成床版の複数積みの例
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積込みおよび固縛（例④）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛
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積込みおよび固縛（例⑤）9

第２章 陸上輸送 2.5 積込みおよび固縛

その他、特殊な積付けの例

２分割の開断面箱桁の積付け アンカーフレームの積付け
※転倒防止の架台が必要

設計段階で、架台重量も考慮した、
主桁ブロック重量の検討が必要

※輸送幅を抑えるために治具を使用
治具重量も考慮した車両の選定が必要

転倒防止架台

斜め架台
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輸送時の留意事項（運転時間）10

第２章 陸上輸送 2.6 輸送時の留意事項

連続運転時間

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準
(令和４年厚生労働省告示第367号)

①連続運転時間は4時間以内
②運転の中断は、1回が概ね10分以上かつ合計30分以上

この基準を厳守できる輸送計画を立案し、
運転者は安全運転のために休憩をする。

また、1日の運転時間は2日ごとの平均で9時間以内と義務付けされており、
2日間での⾧距離運転となる場合は、1日の運転時間も考慮して輸送計画を
立案する。
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輸送時の留意事項（点検・荷待ち）10

第２章 陸上輸送 2.6 輸送時の留意事項

固縛の点検
・輸送時は、車両の点検のほか、固縛しているワイヤロープ、荷締機、

ゴム等の当て物が緩むことがあるので積荷の固縛状態を点検する
①出発後2～3km走行すると緩む場合があるので注意する
②一般道路では4時間(以内)走行ごとに安全な場所で固縛状態を点検
③高速道路では高速流入後の最初のサービスエリア・パーキングエリアの

安全な場所に車両を止めて固縛状態を点検

連続運転時間4時間を超えないように適宜休息し、固縛状態も点検する

荷待ち
・運転者の荷待ち時間がないような現場搬入計画とする（積込み時も）
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輸送時の留意事項（緊急時）10

第２章 陸上輸送 2.6 輸送時の留意事項

緊急時の処置と連絡体制

・運行中の交通事故や車両故障等による緊急事態が発生した場合
１．運転者は、二次事故防止と負傷者の救護の処置を行う
２．緊急時の連絡体制にしたがってすみやかに連絡する

この緊急時の連絡体制は輸送計画書に定め、発送前に必ず確認する

発注者

現場事務所
（現場代理人）

製作工場
（輸送責任者）

輸送会社
事故車両
運転手

関係官庁
（警察、消防、救急）

：報告、連絡

：確認、指示

緊急時の連絡体制の例
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輸送の効率化

・下記の推奨積載寸法で設計する
① 積載幅3.0m以下 ・・・昼間も走行できるようになる
② 高さ4.1m以下 ・・・高速道路を使用した高速輸送が可能

（高速道路の大半が高さ指定道路）

ただし、部材を分割すると不経済となる場合、制限外積載許可の上限の
目安 積載幅3.5m、積載高さ4.3mを限度として慎重に判断

輸送の効率化11

4
,1

0
0

以
下

3,000 以下

‘２１ デザインデータブック
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まとめ12

設計時に配慮すべき項目 ()内数字は、スライド番号

① 輸送可能な部材寸法、重量に配慮 (22,23,25)
・吊金具、付属物用ピース、積載用架台、台木 等の寸法
・積載用架台、固縛具 等の重量

② 材料である鋼板の輸送可否にも配慮 (19,20)

③ 積載時のバランスに配慮（安全性の向上） (42)
・片側のみに大きく張り出すブラケットは分割し現場添接

④ 横倒し輸送はできるだけ避ける（安全性と生産性の向上） (43,44)

⑤ 昼間輸送、高速道路輸送に配慮（生産性の向上、運転手の負担軽減）
(51)

輸送計画時に配慮すべき項目
① 早めに搬入路を決定し、経路調査を実施 (21)

② 十分に余裕を見て特殊車両通行と制限外積載の許可申請を実施 (29)

③ 運転手の労働条件に配慮した輸送計画 (48,49)
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おわりに13

本日は、「輸送の手引き」の発刊を機会に、鋼橋の陸上輸送～橋を安全
に輸送するための留意点～について説明させていただきました

安全な輸送は、設計段階からの配慮が重要となりますので、ご配慮をよ
ろしくお願いします

引き続き、本手引きが多くの設計者や輸送に係わる技術者の方々に活用
され、鋼橋の安全な輸送の一助となれば幸いです


